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中期目標・中期計画（素案）

九 州 工 業 大 学

平成１５年 ９月２６日



- 1 -

中 期 目 標 中 期 計 画

（前文）大学の基本的な目標

九州工業大学は、開学以来の理念である「技術に堪能なる士
君子」の養成に基づき、世界をリードする高度技術者の養成を
基本的な目標とする。

教育・研究の高度化を図り、今後も世界に向けての「知と文
化の情報発信拠点」であり続けることを目指す。さらに 「知、
の源泉」として地域社会の要請に応え、教育と研究を通して次
世代産業の創出・育成に貢献する、個性豊かな工学系総合大学
を目指す。

≪基本的な目標の実現に向けて、以下の項目を設定する。≫
研究と社会貢献を礎として、グローバル・エ【１．教育】

ンジニアを養成する。
世界トップレベルの分野を創出する。【２．研究】
研究を通した産学連携を基軸に活動を展開す【３． 】社会貢献

る。
、 、 、「 」【 ． 】４ 重点分野 教育 研究 社会貢献を通して 基盤工学

「情報工学 「生命体工学」分野における相互」、
連携と融合による新技術創成を目指す。

別添参照「大学の基本的な目標の構想図」

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織
１ 中期目標の期間

平成１６年４月１日から平成２２年３月３１日
２ 教育研究上の基本組織

この中期目標を達成するため、別表に記載する学部、研究
科を置く。

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置

（１） 教育の成果に関する目標 （１） 教育の成果に関する目標を達成するための措置
[ 大学の理念を教育面で実現するための目標 ] [ 大学の理念を教育面で実現するための目標を達成するための措置 ]

大学の基本的な目標 を教育面において実現するため 「教育内容等に関する目標を達成するための措置 「教育の実施体制等に関「 」 、 」、
社会と時代の要請を踏まえた実学を重視するとともに､幅 する目標を達成するための措置 「学生への支援に関する目標を達成するため」、

。広い国際的視野と教養及び技術者倫理を身に付けた「技術 の措置 により 大学の理念を教育面で実現するための目標の達成に取り組む」 、
に堪能なる士君士」を養成する教育を行う。

[ 学士課程における目標 ] [ 学士課程における目標を達成するための措置 ]
① 学生には、大学における学習に取り組むにあたって ① 新入生を対象としたガイダンス、導入教育科目 入門科目 、少人数演習科( )

の明確な目的意識と勉学への動機付けを身に付けさせ 目 少人数セミナ の実施、また、上級学年の学生を対象としたプロジェクト( )
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る。 演習科目、専門概論科目等の実施を通して、大学における勉学に取り組む上
での明確な目的意識と動機付けを身に付けさせる。

、 、 、 、② 工学の基礎に関する体系的な教育を行い、自主的に ② 数学 自然科学 情報技術等の工学基礎に関する教育の充実 内容の精選
学習を継続することのできる能力を養う。 体系化を図るとともに、工学基礎に関する実験科目、演習科目を強化し、そ

れを補佐する を重点的に配置する。TA
③ 専門分野に関する体系的な教育を行い、課題探究と ③ 専門分野の教育内容の充実、精選、体系化を図るとともに、講義科目に並

問題解決にあたって、自分の専門分野に関する知識を 行して開設される専門実験科目、専門演習科目、プロジェクト演習科目、卒
的確に応用することのできる能力を養う。 業研究等の教育内容と指導体制を充実・強化し、専門分野に関する知識を課

題探究と問題解決に応用する能力を養う。
④ 自分の専門分野において情報技術を駆使することの ④ 専門分野に情報技術を駆使する能力を養うために、情報基礎科目の教育を

できる能力を養う。 一層強化するとともに、情報技術に関わる上級年次の専門科目を充実・強化
し、また、学生が情報処理技術に関する自主的学習に取り組むことのできる
教育環境を整備する。

⑤ 幅広い視野と教養、国際的に通用するコミュニケー ⑤ ） 人文社会系の授業科目及び英語と第二外国語の授業科目の内容の充実、-1
ション能力、自分の専門分野の技術が社会に及ぼす影 精選、強化を図り、学生に幅広い国際的視野と教養を身に付けさせる。
響とその責任を自覚することのできる能力を養う。 特に、英語によるコミュニケーション能力の強化策に関連して、学外試

験制度の英語教育への導入について検討する。
） 専門教育の学習課程に、日本語による論理的な記述能力、口頭発表の能-2
力、討論等のコミュニケーション能力等の強化に関わる授業科目を開設す
る。また、専門分野の技術が社会と自然に及ぼす影響を理解し、技術者と
して社会に対する責任を自覚する能力 技術者倫理 に関する科目を開設( )
する。

⑥ 国際的に通用する水準の技術者教育を行い、卒業生 ⑥ 国際的に通用する水準の技術者教育の教育課程を整備し、また、教育内容
については、国際的に通用する技術者としての品質 や教育環境を点検して継続的に改善するためのシステムを整備し、卒業生を
専門知識と技術水準 を保証する。 「国際的に通用する技術者」として社会に出せる教育体制を整備する。( )

[ 大学院課程における目標 ] [ 大学院課程における目標を達成するための措置 ]
① 大学院の教育課程と研究指導体制を充実・強化する ①-1) 自立して研究及び技術開発に従事することのできる能力を養うため、大

ことにより、自立して研究及び技術開発に従事するこ 学院の教育課程の開設科目の充実、内容の精選、体系化を図り、併せて、
とのできる能力を養う。 指導教官による研究指導体制の強化を図る。

-2) 産学連携によるプロジェクト研究の推進、インターンシップの活用等に
、 。より 現実の社会のニーズに密着した教育と研究指導の充実・強化を図る

-3) 他大学院・他研究科との単位互換、遠隔教育等を積極的に実施する。
② 高度な知的資源を創出することのできる能力を養 ②-1) 高度な知的資源の創出を目的として、学外の教育機関や研究機関との連

う。 携等による大学院教育の多様化と高度化を図る。
-2) 大学院生が国際学会や国内の学会で研究発表を行うことを奨励し、発表

件数等を公表する。また、研究発表に関して大学院生を経済的に支援する
ための方策を大学として検討する。

③ 大学院課程の学位授与率の向上を図る。 ③-1) 学位授与の基準を公表し、学位論文の発表会を原則公開する。
-2) 指導教官による研究指導体制を強化することにより、博士後期課程の学

位授与率の向上を図る。
-3) 博士後期課程の学位論文の審査に、学外の有識者を積極的に加える。

（２） 教育内容等に関する目標 （２） 教育内容等に関する目標を達成するための措置
[ アドミッション・ポリシーに関する目標 ] [ アドミッション・ポリシーに関する目標を達成するための措置 ]
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① 「大学の基本的な目標」を踏まえ、各学部・研究科 ① 各学部・研究科のアドミッション・ポリシーを明確に設定し、その公表と周
が求める学生像 アドミッション・ポリシー を明確に 知徹底を図るとともに、オープンキャンパス、出前講義、進学説明会等による( )
策定し、公表するとともに、そのポリシーに合致する 高等学校、高等専門学校等との連携と情報提供の強化を図る。
学生を受入れるための方策を講じる。

② 多様な能力、資質、適性を持った受験生を多元的に ② ）学士課程においては、入学者選抜方法の改善を図るため、長期間にわたる-1
評価し受入れるために、入学者選抜方法の改善に努め 受験生の入学試験成績情報、入学後の学生の成績情報 成績の推移情報 、卒( )
る。 業後の進路等に関する情報を網羅するデータベースシステムを構築して、入

試データの追跡調査を行い、追跡調査の結果データに基づいた入学者選抜方
法の改善に取り組む。
）大学院課程においては、産学連携に基づく関連企業からの社会人学生の受-2
入れ、大学間交流協定の締結校からの留学生の受入れ等を促進する。

[ 教育課程に関する目標 ] [ 教育課程に関する目標を達成するための措置 ]
① 「教育の成果に関する目標」を踏まえて、各学科・専 ①-1）各学部、学科、及び各研究科、専攻の学習・教育目標を明確にし、学生及

攻の学習・教育目標を明確に設定し、公開し、学生及び び教官に周知徹底させる。
教官に周知させる。 -2）各々の学習・教育目標を公表する。

② 設定された学習・教育目標を達成するための体系的な ②-1）学習・教育目標を達成できるようにカリキュラムを改善・整備する。
教育課程を整備する。 -2）科目間の関連を明確にし、これらを有機的に連携させたカリキュラム体系

を実現する。
-3）カリキュラムの設計に基づいて各々の科目の授業計画書(シラバス) を作

成し、公開する。
③ 教育課程と教育システムは 「国際的に通用する技術 ③-1）JABEEが規定する学士課程の「国際的技術者教育の水準」を満たせるよう、
者教育」に求められる要求基準を踏まえて設計する。 に教育課程と教育システムの設定に努める。

-2）教育課程を継続的に向上・改善させる目的をもつ組織を作る。
-3）カリキュラム体系に準拠して、教育効果を向上・改善させるための教官間
のネットワークを組織する。

-4）卒業生、修了生及び就職企業先に対するアンケートを継続的に実施し、カ
リキュラムの改善・向上、水準の維持に努める。

④ 各々の開設科目について、教育課程におけるその位置 ④-1）教育面における大学の理念に基づいた教育課程において、各科目の位置付
付け、教育上の達成目標 学習・教育目標との関連 、成 け学習・教育目標との関連を明確にする。( )
績評価の方法と評価基準 合格のための要件 を明確に設 -2 「国際的に通用する技術者」としての社会からの品質保証の要求を満たす( ) ）
定し、公開し、学生及び教官に周知させる。 ように、成績評価の基準の設定、進級要件と修了要件の設定を適切に行う。

[ 教育方法に関する目標 ] [ 教育方法に関する目標を達成するための措置 ]
① 各々の授業科目の特性や教育目的に応じて、多様な形 ① 各々の授業科目の特性や教育目的に応じて、少人数教育、習熟度別クラスの

態の授業科目を適切に開設する。 編成、PBL（ ）型の実験科目や演習科目、ネットワークをproject based learning
用いた双方向型教育、クォータ制の開講科目等、多様な形態の授業科目を適切
に開設する。

「 」 、② 学生自身に「学習・教育目標に対する自分自身の達成 ② 学生自身に 学習・教育目標に対する自分自身の達成度 を点検させるため
度」を点検させ、その結果を学習に反映させるメカニズ 学生用の教務情報システムに必要な点検用データが表示されるようにする。
ムを整備する。

③ 学生の自主的学習を補助するための情報機器やソフト ③ 自主的学習を補助するシステムの整備には、それを担当する組織が責任を持
ウェアを整備する。また、指導教官や各々の科目の担当 って対応する。
教官による学習相談や助言を実施するための体制を整備
する。
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[ 成績評価に関する目標 ] [ 成績評価に関する目標を達成するための措置 ]
① 各々の授業科目について、成績評価の方法と成績評価 ① ）各々の授業科目の成績評価の方法と成績評価の基準 学習・教育目標の達-1 (

の基準を明確に設定し、公開し、その方法と基準に従っ 成度を判定する基準及び合格の基準 は、公表されるシラバスに明確な形で)
て実際の成績評価を行い 成績評価の透明性を確保する 記載する。、 。

）期末試験等による成績評価は、試験等の実施後、なるべく早く学生に対し-2
てフィードバックする。
）各々の授業科目の試験問題及びその答案、レポート課題及び提出レポート-3
等、成績評価に用いられた資料は、整理して一定期間保存し、必要に応じて
成績評価の妥当性を検証するための資料として利用出来るようにする。

（３） 教育の実施体制等に関する目標 （３） 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置
[ 教育の質を保証する体制に関する目標 ] [ 教育の質を保証する体制に関する目標を達成するための措置 ]

① 各学科・専攻に入学から卒業・修了までの教育の質を ①- ) 学習・教育目標に合致した人材を育成するため、教職員の適切な配置を図1
保証する体制を整備する。 る。

-2) １～３年次生に対するグループ担任制を採用し、学生の指導強化を図ると
ともに、各学年に学年主任をおいて学生指導のための連携強化を図る。

- ) 指導教官グループによるきめ細かな教育・研究指導を行う。3
② 学習・教育目標を達成させるための能力を持った十分 ② 学習・教育目標を達成するために必要となる教官の確保には、それを担当す

な数の教官を確保することを最優先課題として、各学部 る組織と各学部・研究科の教授会が責任を持って対応する。
・研究科の教官採用人事を行う。

③ 各々の授業科目の特性や教育目的に応じて、授業を補 ③ 授業を補佐する の配置 そのための予算の確保 には、それを担当するTA ( )
佐する技術職員と を重点的かつ適切に配置する。 組織が責任を持って対応する。TA

[ 教育環境の整備に関する目標 ] [ 教育環境の整備に関する目標を達成するための措置 ]
① 情報技術に関する教育を充実・強化するため、計算機 ① 情報教育のための計算機端末の整備や情報ネットワークの整備には情報科学

端末の整備をはじめとする情報機器及び情報ネットワー センター及び各学部・研究科のそれを担当する組織が責任を持って対応する。
クの整備を促進する。

② 学生の自主的学習を支援するため、学生が自由に使え ② 学生の自主的学習を支援するための設備及びソフトの整備には、附属図書館
る端末室等の充実・整備を図り、自主的学習のための教 及び各学部・研究科のそれを担当する組織が責任を持って対応する。
材資料や教育ソフトを整備する。

③ 附属図書館の電子化，附属図書館資料の充実及び学術 ③ ) 電子ジャーナル等の整備， サイトを用いた学術情報の活用・提供等附-1 Web
情報発信機能の整備により、教育・研究支援組織として 属図書館の電子化を推進する。
効果的なサービスを提供する。 ) 附属図書館資料の充実を図るとともに、閲覧環境を整備する。-2

) 学内学術情報の収集・整理とその発信システムを整備する。-3

[ 教育の質を改善するためのシステムに関する目標 ] [教育の質を改善するためのシステムに関する目標を達成するための措置 ]
① 教育の質を向上させる仕組み (FD) を整備し、その ① FD活動組織を中心として、教育の質を向上させるための取り組み 講演会や(

活動を公開する。 公開授業の実施を含む。 にあたり、その活動を公表する。)
② 教育の質の向上を目的とする授業アンケートを継続 ② 教育の質の向上を目的とする授業アンケートを継続的に実施し、その結果を

的に実施し、その結果を教育課程、教育環境、各科目 教育課程、教育環境、教育内容、教育方法等の改善のためにフィードバックす
の教育内容、教育方法等の改善のためにフィードバッ る教育点検システムを、各学部・研究科のそれを担当する組織が責任を持って
クするための教育点検システムを整備する。 整備する。

③ 教官の教育に関する貢献について、評価するシステ ③ 教官の教育に関する貢献を評価するシステムを、各学部・研究科で担当する
ムを整備する。 組織が責任を持って整備する。
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（４） 学生への支援に関する目標 （４） 学生への支援に関する目標を達成するための措置
[ 学習支援に関する目標 ] [ 学習支援に関する目標を達成するための措置 ]

① 教育環境に関して、学生の要望を受けて改善を図るた ① 教育環境に関して、学生の要望を受けて改善を図るためのシステムは、各学
めのシステムを整備する。 部・研究科のそれを担当する組織が責任を持って整備する。

② 学生に明確な学習目的を持たせ、また、勉学に対する ② ）学生の学習意欲の向上を図るための方策については、 学士課程における目-1 [
強い動機付けを身につけさせることを目的とした種々の 標を達成するための措置 の①に記載した。]
方策を実施し、学生の学習意欲の向上を図る。 ）成績不振者及び不登校学生を早期に発見し、必要なケア 勉学上の指導 を-2 ( )

行うためのシステムを構築する。

[ 生活支援に関する目標 ] [ 生活支援に関する目標を達成するための措置 ]
① 学生のキャンパスライフに関して、学生の要望を受け ① キャンパスライフの改善を図るシステムに関しては、各学部の担当する組織

て改善を図るためのシステムを整備する。 が責任を持って整備する。
② 心身の健康保持・増進を目的とした学生相談、カウン ②-1) 保健管理センターに置かれている学生相談室の整備・充実を図り、保健管

セリング等の学生支援体制の整備・充実を図る。 理センターの専門カウンセラと教職員が一体となって問題を持つ学生のケア
にあたるシステムを整備する。

- ) セクシャル・ハラスメントをはじめとする各種のキャンパス・ハラスメン2
トを防止し、また、それに対応する組織を整備する。

③ 就職指導と就職活動支援の体制の整備・充実を図る。 ③ 就職説明会や就職セミナの充実を図る。
④ 留学生及び社会人学生の生活を支援する体制の整備・

充実を図る。 （＊ 留学生・社会人等に対する支援については 「その他の目標を達成するため、
の措置」に記載）

２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置
（１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標 （１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

① 「大学の基本的な目標」を踏まえ、社会が求める問題 ① 目指すべき研究の方向
の解決を中核とする研究課題の重点化を推進する。 ア 世界的課題を解決するため、全学的な研究プロジェクトを立ち上げ、研究

拠点の形成を目指す。
イ 各研究科において、それぞれの特徴を生かした研究プロジェクトを立ち上

げ、研究拠点を形成し研究を高度化する。
ウ 北部九州地域の課題を解決する研究プロジェクトを立ち上げ、学外機関と
一体となって課題の解決に当たる。

② 基盤工学 情報工学 生命体工学の分野を融合した 新 ② 大学として重点的に取り組む領域、 、 「
技術創成」により、課題解決を図る。 ア 各研究科が連携して、国の重点４領域（ライフサイエンス、環境、情報通

信、ナノテクノロジー・材料）に関し、競争的資金獲得を目指した研究プロ
ジェクトを立ち上げる。

イ 工学研究科を中核として、資源・環境・エネルギー等の「基盤工学」
に関する研究プロジェクトを立ち上げる。

ウ 情報工学研究科を中核として「情報工学」に関する研究プロジェクト
を立ち上げる。

エ 生命体工学研究科を中核として 「生命原理の工学的応用」に関する研、
究プロジェクトを立ち上げる。

③ 研究の水準を常に向上させるとともに、研究成果を増 ③ 研究の水準と成果の向上に関する具体的方策
加させる。 ア 世界水準の研究を増加させる。

イ 国内外の主要学術誌に掲載される論文数を増加させる。
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ウ 特許等の知的財産権の件数を増加させる。
④ 学内共同研究及び国内外の他研究機関との共同研究を積 ④ 研究成果の社会への還元に関する具体的方策

極的に推進し、その結果を社会へ還元する。 ア 研究活動及び成果を公表し、研究面の広報活動を強化する。
イ 国際シンポジウムを毎年主催する。
ウ 重点化した研究プロジェクトは、研究成果発表会を実施するとともに、学

外専門家を加えて評価し、評価結果を公表する。
（＊ 他研究機関との共同研究等については 「その他の目標を達成するための措、

置」に記載)

（２） 研究実施体制等の整備に関する目標 （２） 研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
① 社会からの要請に迅速に対応するため、研究支援体制を ① 研究支援体制に関する具体的方策

整備する。 ア 研究戦略室（仮称）を設置し、研究マネージメント機能を強化する。
② 学術研究の動向等に応じて、研究組織の柔軟な編成を図 ② 適切な研究者等の配置に関する具体的方策

る。 ア 学部・研究科を越えた全学的な研究体制を構築する。
イ 学部・研究科の研究組織においては、柔軟な研究グループ体制を整える。
ウ 重点研究課題及び重点分野については、任期制を導入する。
エ RA及び特別研究員の有効な活用について検討し、研究効率を向上する。

③ 研究の業績等に関する学内の評価基準を策定し、その評 ③ 研究評価による研究資金の配分システム及び研究の質の向上に関する具体的方
価に基づき、研究費の配分の適正化を図るとともに、研究 策
の質的向上を図る。 ア 教員の研究業績に対する評価システムを構築し、評価結果を各教員にフィ

ードバックする。なお、評価システムは、内部評価及び外部評価により定期
的に刷新する。

イ 研究業績に対する評価に基づき、学内研究資金の配分システムを構築し、
年度毎に全学的な重点配分計画を策定の上、配分する。

ウ 研究業績に対する評価に基づく学内研究資金の運用システムを、学内に周
知し、競争原理による研究の活性化を推進する。

エ 研究活動等の状況及び問題点を把握し、研究の質の向上及び改善を図るた
めのシステムを構築する。

④ 知的財産を創出、取得、管理及び活用する。 ④ 知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策
ア 知的財産本部（知財管理、知財活用、知財支援、知財研究の４部門構成）

を設置し、地方に位置する大学における知的財産本部のモデルとなるシステ
ムを構築する。

イ 知的財産本部は、利益相反や職務責任等の諸問題を研究し、知的財産戦略
を構築する。

ウ 教職員に対する知的財産教育を実施するとともに、知的財産権の取得に関
する奨励制度を整備し、知的財産権の創出と取得件数を増加させる。

エ 学外の知的財産に関連する機関と密接に連携し、学外機関による知的財産
の評価に基づき、知的財産の柔軟な活用を行うとともに、知的財産の活用等
に関する産学官連携に向けた環境を整備する。

⑤ 研究に必要な設備等を充実するとともに、効率的に ⑤ 研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策
活用する。 ア 大学として重点的に取組む領域に必要な研究設備を優先的に整備する。

また、全学共同利用スペースを優先的に措置する。
イ 学内共同教育研究施設等による教育研究への支援機能を強化する。

また、学内の研究設備・機器等を一括管理するシステムを構築し、設備・
機器の効率的利用を実施する。
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⑥ 大学発ベンチャーを増加させる。 ⑥ 大学発ベンチャーを増強する具体的方策
ア 教職員及び学生に対する起業家育成教育を実施する。
イ ベンチャー意欲をもつ学内外の人材のための環境を整備する。
ウ 各キャンパスにインキュベート機能を有する施設を整備する。

３ その他の目標 ３ その他の目標を達成するための措置
（１） 社会との連携、国際交流等に関する目標 （１） 社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置

① 「大学の基本的な目標」を踏まえ、学外の研究組織・ ① ) 産業界との連携を深め、共同研究、受託研究等を増加させる。また、大学で-1
機関との連携・協力を強化し、産学連携による新産業の 開発した技術、研究成果について産業界への移転を促進する。
創出及び人材育成を通して地域社会の発展に貢献する。 ) 民間機関を会員とする九州工業大学支援クラブ（仮称）を設立し、技術指導-2

及び産学連携の充実を図る。
) 北九州市の知的クラスター（北九州ヒューマンテクノクラスター構想）の中-3
核として「システムＬＳＩを軸とした新産業の創成」を通して、地域及び産業
界と強力な連携を図る。

) 福岡県のシステムＬＳＩ設計開発拠点化構想及び北九州市のエレクトロニク-4
ス産業拠点構想に主体的に参画し、産学官連携を積極的に推進する。

) 地球温暖化防止に関する国際的プロジェクト、北九州市エコタウン事業等へ-5
主体的に参画する。

② 科学技術教育・先端技術を活用した教育を小・中・高 ② 科学技術立国を支える人材育成に関する具体的方策
等学校へ提供し、科学技術立国を支える人材育成に貢献 ア 小・中・高校生を対象とした出前講義等を組織的に実施する。
する。 イ オープンキャンパスを毎年実施し、小・中・高校生に大学の施設及び研究

内容を公開する。
③ 急速に発展する科学技術に対応できる技術者及び研究 ③ 社会人の再教育のための具体的方策

者を養成するため、社会人の再教育を拡充する。 ア 学内施設及びサテライトキャンパスを活用した社会人を対象とする先端技
術講習会を拡充する。

イ 受入れ促進を図るために、クォータ制の導入を一部の科目で実施するとと
もに、授業担当教官が理解度に基づき適宜指導を行う。
（この具体的方策については、留学生受入れにおいても実施する ）。

ウ 科目等履修生、聴講生及び研究生の受入れを増加する。
④ 国際的に認知された世界水準の大学を目指すために、 ④ 海外の大学、研究機関との連携・交流を拡充する。

海外の諸機関との連携を強化し、教育・研究による国際 ア 国際交流協定校との間で国際共同研究及び事業を拡充する。
的な貢献を高める。 イ 留学生の生活支援に関しては、関係組織がその整備・充実にあたる。

ウ 外国人研究者及び留学生を積極的に受入れる。
エ 留学生に日本語教育を行う。
オ 留学生に対して、日本人学生チュータによる環境・生活習慣に対する支援
及び日本語表現の指導補助を行う。

カ 欧米との交流協定締結を増やすとともに、交流協定校との間で更なる学生
の相互交流を実施する。

キ 国際協力事業団( )、北九州国際技術協力協会( )等が実施する事JICA KITA
業に積極的に協力する。

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 運営体制の改善に関する目標 １ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

① 「大学の基本的な目標」を踏まえ、学長、学部長等のリー -1) 全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策①
ダーシップの下、外部人材の活用も含め、機能的な運営組織 ア 「大学の基本的な目標」に基づく全学的な経営戦略を学長のリーダーシッ
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の整備を図り、戦略的な学内資源配分に努め、機動的、効率 プの下で戦略会議（仮称）にて策定し、役員会、経営協議会、教育研究評議
的な組織運営を行う。 会がそれぞれの責任において、経営戦略を実現する協力体制を構築する。

イ 学長のリーダーシップの下で長期目標・長期計画を策定し、これらの実現
に至るロードマップとして経営及び財務計画に立脚した教育、研究、社会貢
献に関する６年間の重点施策を明確にする。さらに、各重点施策を実現する
ための年度計画を策定し、公表する。

、 、ウ 財務計画を策定し 年度毎の目標値及び実現に向けた具体策を明らかにし
経営基盤の確立に努める。さらに、年度毎にその自己評価を行い、次年度の
目標値に反映する。

-2) 運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策
ア 中期目標・中期計画に掲げた諸活動を具体的に実現できる運営体制を構築
するため、国内外の優れた事例を調査する。

イ 理事及び副学長の機能を補佐する体制を整備し、機動的かつ効果的な運営
体制を整備する。

（ 。） 、 、ウ 教員と事務系職員 技術職員を含む が一体となり 組織運営において
構成員の役割と責任を明確にして、機動的な活動により効果的な運営を実現
させる。

エ 役員会、経営協議会及び教育研究評議会の活動を常に学内外に公表して意
見を求め、優れた提案を適時に反映できるシステムを構築する。

オ 全学的な運営のための委員会を精選し、効率的かつ機動的な運営が実施で
きる体制を構築する。

-3) 学部長・研究科長を中心とした機動的・戦略的な部局運営に関する具体的方策
ア 副学部長・副研究科長を設置し、学部長・研究科長のリーダーシップの下

で、学部・研究科の特質を反映する中期目標と中期計画を実現できる体制を
整備する。

イ 学部長と副学部長（研究科長と副研究科長）の責任と役割を明確にし、事
務系職員と協力して教育及び学生指導を機動的に実施する体制を構築する。

ウ 教授会の審議事項を精選し、かつ部局運営のための委員会を精選して、効
率的かつ機動的な部局運営が実施できる体制を構築する。

-4) 全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策
ア 役員会、経営協議会及び教育研究評議会における経営戦略に基づき、全学

委員会において研究、社会人再教育等の観点から重点領域を設定し、人材、
資金及びスペースの重点配分を実施する。

イ 役員会及び教育研究評議会における経営戦略に基づき、教育支援のための
人材、資金及びスペースの重点配分を実施する。

ウ 経営的視点から、全学委員会において効率的な施設・設備の活用方策を構
築し、教職員に公表する。

-5) 学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策
ア 役員会、経営協議会、監事における学外者は、産業界、行政及び地域社会
等から適任者を登用する。

イ 経営等の専門知識を有する教員及び事務系職員を学外から登用する。
② 効率的・効果的な経営を実現するため、他大学との連携・ ② 他大学間との自主的な連携・協力体制に関する具体的方策

協力体制を積極的に実現する。 ア 北九州学術研究都市の機能を高め、本学が発展することを目指して、近隣
の大学との連携体制を強化し、教育、研究、運営における効率的な活動方策
を策定し、その実施に努める。



- 9 -

イ 教育、入学試験、産学官連携等の分野で連携・協力可能な国立大学法人と
協力する体制を整備し、効果的な大学運営の実現を図る。

ウ 教育・研究及び一般業務について、国立大学法人間の連携・協力を図り、
流動的な人事システムを含めて効率的な運営を図る。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置
① 社会のニーズや進展に対応して、教育組織と研究組織を見 ① 教育・研究組織の柔軟な編成・見直しに関する具体的方策

直す。 ア 社会のニーズを市場調査するとともに、社会の変化を的確に捉え、迅速か
つ弾力的に教育組織と研究組織を編成するシステムを構築する。

イ 教育組織と研究組織において、それぞれが責任をもって教育と研究にあた
るシステムを構築する。

ウ 教育と研究に対する教員の役割を明確にし、教員の評価に反映する。
② 機動的かつ効率的に 既存の教育・研究組織を再編成する ② ) 教育組織の見直しの方向性に関する具体的方策、 。 -1

ア 入学希望者の意識及び卒業生の就職状況に関する市場調査を実施し、その
結果を考慮して教育組織を柔軟に再編成する方策を検討する。

イ 社会のニーズに鋭敏に対応できる教育内容を実現する組織及びその運営体
制を整備する。

) 研究組織の見直しに関する具体的方策-2
ア 世界的水準研究拠点形成を目指した研究組織を優先的に立ち上げる。
イ 各部局の特性を発現できる研究組織を立ち上げる。
ウ 社会の変化に迅速に対応できる研究組織とするため、講座制を廃止し、研
究グループ制とし、部局を越えた教員の流動化を図る。

) 既存組織の機動的・効率的組織への再編成に関する具体的方策-3
ア 全学的な情報基盤システムを構築し、情報科学センターや附属図書館等の
機能を向上させる。

イ 産学連携、技術移転及び知的財産等の機能を効率的に発現する組織を構築
する。

３ 人事の適正化に関する目標 ３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置
① 「大学の基本的な目標」を達成するため、専門性を重視し ① 教育・研究のための戦略的・効果的な教職員の採用に関する具体的方策

した、適正な人事を行う。 ア 教員及び特別研究員は原則として公募制により募集・採用する。
イ 外国人及び女性の教員の確保に努める。
ウ 事務系職員は、目的に応じた専門性の高い人材を採用する。

② 評価に基づく効率的かつ機動的な人事システムを構築す ② 人事評価システムによる教職員の適正配置に関する具体的方策
る。 ア 教員及び事務系職員の個人評価システムを構築し、評価結果による適正な

配置を実施する。
イ 個人評価システムを活用し、教職員毎の職務への貢献度を示す指標を策定
して、学内に公表する。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
① 事務組織の再構築及び職員配置の再編等を通して事務の ① ) 事務組織の機能・編成に関する具体的措置-1

効率化・合理化を図る。 事務の効率化、新たなニーズへの対応及び大学運営の企画立案等に参画できる
事務組織の構築を図る視点から、必要に応じ見直しを行う。

) 事務の効率化・合理化のための具体的措置-2
ア 他大学との協力により、業務の効率化を検討する。
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イ 外部の専門的知識と技術を有効活用するため、各種業務の外部委託を促進
する。

ウ 事務系職員は、採用時に専門性、企画力を重視するとともに、これらの能
力強化を目指した研修システムを整備する。

エ 事務の組織運営を評価するシステムを構築する。

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

① 競争的な外部資金の獲得に向けて研究体制を整備するとともに、その獲得に努力① 研究体制を適切に整備し、競争的な外部資金を獲得する。
するよう教員に周知徹底し、競争的な外部資金の大幅な増額を目指す。

、 、② 産学官連携を支援する学内体制を整備するとともに、産業界と ②-1) 社会の要請に応じた研究テーマを増加し 連携を支援する学内体制を整備して
産学官連携による外部資金獲得の大幅な増加を目指す。の連携・協力を促進し、外部資金の導入を図る。

) 知的財産を管理運用する体制を整備して、外部資金の導入を積極的に図る。-2
③ 社会人の再教育等を積極的に行い、自己収入を増加させる。③ 大学の知を利用した企画を立案・遂行し、自己収入を増加させ
（＊ その他の自己収入増加策については 「３．資産の運用管理の改善に関するる。 、

目標を達成するための措置」に記載）

２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置
① 管理運営の合理化、効率的な施設運営、人員配置の適正化 ① ) 人件費の適正化に努める （適正な人員配置と外部委託の活用）-1 。

等を進めることにより、管理的経費の節減を図る。 ) 省エネ対策を推進する。-2
) 時間外勤務の見直しを図る。-3
) 購入物品等の統計資料を作成し、組織間で物品等の共同利用を図るとともに一-4
括購入を行い、物品購入経費を削減する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
① 現有資産の学外への開放・利用促進を図る。 ①-1) 現有 資産を利用した先端技術講習会の料金を見直す。IT

-2) 休日における教室等の固定資産の外部への有料貸出を積極的に推進する。
-3) 保有機器等の外部への有料貸出を推進する。
-4) 流動資産の効率的運用を検討する組織を設置する。

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとる
べき措置

１ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置
① 自己点検・評価及び第三者評価を厳正に実施するととも ① ) 自己点検・評価及び第三者評価の位置付け-1

に、評価結果を大学運営の改善に反映させる。 評価活動を、大学運営における中枢的な機能の一つと位置付け、その活動が円
滑に実施されるための学内体制の整備を図る。

) 自己点検・評価及び第三者評価のための学内体制のあり方-2
評価結果は組織的にフｨードバックし、諸活動の改善を図る。

２ 情報公開等の推進に関する目標 ２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置
① 教育・研究、社会貢献、大学運営、入学、卒業等に関する ①-1) 大学の広報システム及び体制を見直す。

情報公開を促進する。 -2) 教育・研究等に関するデータベースを整備し、社会への情報提供を行い、さら
特に、教育・研究に関するデータベースを整備し、社会に にデータベースを改善・充実する体制を整える。

公開する。 -3) 入学から卒業までに関する下記の情報を公開する。
ア 入試情報
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イ カリキュラム及びシラバス等の教育内容に関する情報
ウ 授業評価を含むＦＤに関する情報
エ 卒業生の進路に関する情報（個人情報を除く ）。

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

① 高度化・多様化する教育・研究に対応できる施設の整備 ① 高度化・多様化する教育・研究に対応できる施設整備に関する具体的方策
を図る。 ア 施設整備年次計画に基づいた整備を進めていく。

イ 高度な情報インフラを整備する。
② 施設の有効活用と機能の確保を図る。 ② 施設の有効活用と機能の確保に関する具体的方策

ア 全学的視点に立った、施設マネージメントの体制を整備する。
イ スぺース管理システム等を構築することにより、施設の使用状況を把握し、有

効利用を促進する。
ウ 研究用共用スペースの効率的活用と利用の流動化を促進する。
エ 必要な経費を確保し、既存施設・設備のメンテナンスを計画的に実施する。

③ 人間性・文化性豊かなキャンパス環境の創造を目指す。 ③ 教育・研究の場としてふさわしい人間性・文化性豊かなキャンパス環境の創造に
関する具体的方策
ア 学生の教育支援、生活支援等のための施設、交流の場を充実し、キャンパスア

メニティの向上を図る。
イ キャンパスの国際化及びバリアフリー化を促進し、社会に開かれた環境の整備

を図る。
④ 地方財政再建促進特別措置法施行令に基づく、地方自治体 ④ 地方財政再建促進特別措置法施行令に基づく具体的方策

との連携強化を図る。 北九州市及び飯塚市等との協力関係において、地方財政再建促進特別措置法施
行令を活用した施設等の整備を図る。

２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置
① 労働安全衛生法等を踏まえて教育・研究環境の安全・衛 ① 労働安全衛生法等を踏まえた事務分掌の見直し及び安全管理・事故防止に関する
生の確保を図る。 具体的方策

ア 安全管理体制の整備・充実とともに、安全教育を徹底する。
イ 核燃料物質・ＲＩ等を適切に管理する。
ウ 劇毒物等及び化学薬品等を適切に管理する。
エ 廃液処理及び廃棄物（動物死体も含む ）処理のための適切な措置を講じる。。
オ 動物実験及び遺伝子組換え実験等のための適切な措置を講じる。
カ 実験室レベルでの事故等の防止のための学内安全対策を確立する。

② 事故防止に向けた管理体制の充実・強化及び啓蒙を図る ② 学生・教職員等の安全確保等に関する具体的方策。
学生及び教職員の事故等の防止のための設備等の整備及び啓蒙活動を行う。

③ 防災計画の策定と意識の啓蒙を積極的に行う。 ③ 防災のための安全確保体制、システムの整備及び環境保全に関する具体的方策
ア 緊急連絡体制及び避難方法等の対策を講じる。
イ 自主点検等の実施及び施設の安全点検を定期的に行う。
ウ 防災対策マニュアル及び防災対策パンフレットを作成し、教職員・学生に対す

る啓蒙を図る。
④ 環境マネージメントシステムの構築を図る。 ④ 環境マネージメントシステム「 」取得を検討するISO14001
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別 表

九 州 工 業 大 学

中 期 目 標 中 期 計 画

（ 学 部 、 研 究 科 等 ） （ 収 容 定 員 ）

工 学 部 ２ ， ４ １ ０ 人
学 工 学 部 情 報 工 学 部 １ ， ７ ５ ０ 人

平 工 学 研 究 科 ４ ４ ６ 人
部 情 報 工 学 部 成 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ９ ８ 人

博 士 後 期 課 程 ４ ８ 人16
年 情 報 工 学 研 究 科 ３ ７ ８ 人
度 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ０ ０ 人

研 工 学 研 究 科 博 士 後 期 課 程 ７ ８ 人
生 命 体 工 学 研 究 科 ３ ０ ６ 人

う ち 博 士 前 期 課 程 ２ １ ４ 人
究 情 報 工 学 研 究 科 博 士 後 期 課 程 ９ ２ 人

工 学 部 ２ ， ３ ６ ０ 人
科 生 命 体 工 学 研 究 科 情 報 工 学 部 １ ， ７ ４ ０ 人

（ 独 立 研 究 科 ）
平 工 学 研 究 科 ４ ５ ９ 人
成 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ９ ８ 人

博 士 後 期 課 程 ６ １ 人17
年 情 報 工 学 研 究 科 ３ ８ １ 人
度 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ０ ０ 人

博 士 後 期 課 程 ８ １ 人
生 命 体 工 学 研 究 科 ３ ５ ２ 人

う ち 博 士 前 期 課 程 ２ １ ４ 人
博 士 後 期 課 程 １ ３ ８ 人

工 学 部 ２ ， ３ ２ ０ 人
情 報 工 学 部 １ ， ７ ４ ０ 人

平 工 学 研 究 科 ４ ７ ２ 人
成 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ９ ８ 人

博 士 後 期 課 程 ７ ４ 人18
年 情 報 工 学 研 究 科 ３ ８ ４ 人
度 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ０ ０ 人

博 士 後 期 課 程 ８ ４ 人
生 命 体 工 学 研 究 科 ３ ５ ２ 人
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う ち 博 士 前 期 課 程 ２ １ ４ 人
博 士 後 期 課 程 １ ３ ８ 人

工 学 部 ２ ， ３ ２ ０ 人
情 報 工 学 部 １ ， ７ ４ ０ 人

平 工 学 研 究 科 ４ ８ ５ 人
成 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ９ ８ 人

博 士 後 期 課 程 ８ ７ 人19
年 情 報 工 学 研 究 科 ３ ８ ４ 人
度 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ０ ０ 人

博 士 後 期 課 程 ８ ４ 人
生 命 体 工 学 研 究 科 ３ ５ ２ 人

う ち 博 士 前 期 課 程 ２ １ ４ 人
博 士 後 期 課 程 １ ３ ８ 人

工 学 部 ２ ， ３ ２ ０ 人
情 報 工 学 部 １ ， ７ ４ ０ 人

平 工 学 研 究 科 ４ ８ ５ 人
成 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ９ ８ 人

博 士 後 期 課 程 ８ ７ 人20
年 情 報 工 学 研 究 科 ３ ８ ４ 人
度 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ０ ０ 人

博 士 後 期 課 程 ８ ４ 人
生 命 体 工 学 研 究 科 ３ ５ ２ 人

う ち 博 士 前 期 課 程 ２ １ ４ 人
博 士 後 期 課 程 １ ３ ８ 人

工 学 部 ２ ， ３ ２ ０ 人
情 報 工 学 部 １ ， ７ ４ ０ 人

平 工 学 研 究 科 ４ ８ ５ 人
成 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ９ ８ 人

博 士 後 期 課 程 ８ ７ 人21
年 情 報 工 学 研 究 科 ３ ８ ４ 人
度 う ち 博 士 前 期 課 程 ３ ０ ０ 人

博 士 後 期 課 程 ８ ４ 人
生 命 体 工 学 研 究 科 ３ ５ ２ 人

う ち 博 士 前 期 課 程 ２ １ ４ 人
博 士 後 期 課 程 １ ３ ８ 人



                            別 添 

[大学の基本的な目標の構想図] 
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